
第２章 人口ビジョン

１ 趨勢人口と戦略人口

令和２年に策定した「洲本市人口ビジョン」において、本市の将来予測人口（趨勢人口）は

令和７（ ）年までに４万人を下回り、それ以降も人口減少が継続することが見込まれる

ことを踏まえながら、今後のさまざまな戦略的な人口減少抑制策に取り組むことで、人口減少

を緩やかにしていく「戦略人口」の実現をめざします。

「洲本市人口ビジョン」では、長期的な「戦略人口」として令和 （ ）年において

人規模の確保をめざしています。
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２ 「人口ビジョン」を踏まえた戦略効果の検証

「洲本市人口ビジョン」策定以降の人口動向（国調ベース人口）について、趨勢人口、戦略

人口と照らし合わせてみると次のようになっています。

令和４（ ）年時点の目標であった戦略人口 人に対して、国調ベース人口は

人とこれを上回っており、順調なペースで推移している状況です。「総合戦略」等によ

る人口減少抑制策が講じられなかった場合の予測人口である趨勢人口と国調ベース人口の差

は、「総合戦略」等による人口減少抑制効果（戦略効果）によるものと見做すことができます。

この戦略効果をみてみると、令和２（ ）年が 人、令和３（ ）年が 人、

さらに令和４（ ）年には 人となっており、本市の人口減少抑制の取組は順調にその

成果を挙げているものと捉えることができます。

年 年 年 年 年 年

人口ビジョンを踏まえた戦略効果

趨勢人口

戦略人口
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（人）

年時点の戦略効果（実績）

人

年時点の戦略効果（目標）

人

実績

2015年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

趨勢人口 ａ

戦略人口 ｂ

国調ベース人口 ｃ

実績としての戦略効果 ｃ－ａ

推　計

※いずれも各年10月1日時点。

※趨勢人口は、総合戦略（人口減少抑制策）を講じない場合の予測人口。

※戦略人口は、総合戦略を通じて実現をめざす目標人口。

※趨勢人口・戦略人口の2021～2024年の数値は、2020年値と2025年値から直線按分的に算出される想定経過値。

※国調ベース人口は、「兵庫県推計人口」（2020年国勢調査人口をベースに、その後の人口動態実績（出生・

　死亡・転入・転出）を加減して算出）による。
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３ 〈参考〉近年の人口動向特性

（１）出生について

少子化問題については、合計特殊出生率という指標を用いて論じられるケースがほとんどで

すが、我が国の実態として合計特殊出生率と肝心の出生数との相関関係は実は極めて低いこと

が明らかになっています。

出生数が増えない最大の原因は、東京一極集中に代表される人口の偏在化により、既に多く

の地方都市で ～ 歳の女性の人口ボリュームが小さくなっているために、合計特殊出生率

の上昇が出生数の上昇として表れにくくなっているためです。

兵庫県内の状況について、“生みやすさ指数”“増えやすさ指数”の視点からみると次のよう

になっています。

県内 市のほとんどが“生みやすさ指数”は全国水準を上回っているにも関わらず、“総合

出生指数”については 市が全国水準を下回っているのは“増えやすさ指数”が低いからで

あり、これは出生期待値の高い若い女性（特に 歳代・ 歳代）の人口比率が低いことに起

因するものです。
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兵庫県内 市の出生特性（令和２年）

総合出生指数 生みやすさ指数 増えやすさ指数

生みやすさ指数・・・値が大きいほど女性 人当たりの出生数が大きいことを示す指標（全国水準
＝ ）。 

増えやすさ指数・・・値が大きいほど生みやすさ指数の上昇効果が大きく、出生数が増えやすいこと
を示す指標（全国水準＝ ）。 

総合出生指数・・・“生みやすさ指数”と“増えやすさ指数”の積として得られる指標（全国水準＝
）であり、この値が大きいほど出生ポテンシャルが大きいことを示す。

生みやすさ指数 増えやすさ指数 総合出生指数



（２）移動（転入・転出）について

〈総移動数〉

移動の状況について総移動数（転入者数＋転出者数）としてみると、新型コロナ感染症の影

響等により、令和 年以降は減少傾向にあり、兵庫県全体では令和元年の 人から令

和 年には 人へと ％減少、令和 年についても 人へと減少していま

すが、令和 年からの減少率は ％と緩やかになっています。

淡路島の 市についてみると、洲本市・南あわじ市では県同様に令和 年には総移動数が

減少したのに対し、淡路市では減少することなく、若干の増加となっています。また、 市と

もに令和 年は増加となっています。

年代別にみると、兵庫県全体でも島内 市でも、総移動数の約 割を ～ 歳が占めて

いることがわかります。

〈転入者数〉

兵庫県内への転入者数は、総移動数と同様に、令和 年以降は減少傾向にあり、令和 年が

人となっていますが、淡路島への転入者数は令和元年に若干の減少をしたもののそ

れ以降は増加傾向で推移し、令和 年には 人となっています。これは県全体の転入者

の ％に相当し、この比率は平成 年の ％から徐々に増加しています。

年齢別にみると、各年代ともにこの比率が増加していますが、特に ～ 歳が平成 年

の ％から令和 年には ％と ポイント増加している状況です。

「住民基本台帳移動報告」による外国人を含むデータです。
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こうした状況を島内 市別にみると、洲本市・南あわじ市で令和元年に若干の減少があった

ものの基本的には 市ともに増加傾向で推移しており、令和 年には洲本市が 人と島

内 市では転入者が最も多く、次いで淡路市 人、南あわじ市 人となっていま

す。

淡路島への転入者に占める比率を年代別にみると、令和３年では ～ 歳、 ～ 歳、

～ 歳のいずれの年代も洲本市の占める比率が最も高く、 歳以上でのみ淡路市が最も

高くなっています。

こうした状況から、淡路島は兵庫県の中における転入ポテンシャルを徐々に高めているとと

もに、島内においては洲本市が特に若い年代を中心に選ばれていると捉えることができます。
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〈転入超過数〉

転入超過数（転入者数－転出者数）について兵庫県全体の状況をみると、令和 年では

人の転出超過となっており、年代別では ～ 歳の 人の転出超過が大きく影響して

いることがわかります。

島内 市についてみると、洲本市では令和元年の転出超過 人をピークに、その後は徐々

に転出超過が緩和し、令和 年には 人の転出超過となっています。南あわじ市も令和元年

の転出超過 人をピークに令和 年には 人の転出超過、また、淡路市では平成 年

以降徐々に転出超過傾向が緩和し、令和 年に転出・転入が均衡、令和 年には 人の転入

超過となっています。

令和 年の状況を年代別にみてみると、洲本市では ～ 歳が転出超過 人となってい

る以外は ～ 歳の転入超過 人を最高に各年代ともに転入超過となっています。

淡路市も似たような状況ですが、転入超過の多くを 歳以上で獲得している点が洲本市と

異なります。また、南あわじ市は 歳以上が若干の転入超過となっている以外は各年代とも

に転出超過の状況です。

〈社会動態比〉

転入超過数そのものは、総移動数や人口規模等の影響を受けやすく、単純な比較には適さな

いため、これを社会動態比（転入者数／転出者数）としてみてみることにします。社会動態比

は、これが を上回る場合には転入超過を、下回る場合には転出超過を表すことになりま

す。
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社会動態比を性別・年代別に示すと次のようになっています。

兵庫県全体でみると、令和３年では男女ともに ～ 歳の社会動態比のみが を下回

っており、総移動数の 割を占める ～ 歳の転出超過によって県全体として転出超過と

なっていることがわかります。

令和 年の洲本市についてみると、男性は総数で と転出超過であるのに対し、女性は

と概ね転出入が均衡していることがわかります。 ～ 歳については男女ともに

を下回っていますが、 歳以上を除くすべての年代で女性の社会動態比が男性のそれを上回

っており、こうした傾向は淡路市でも同様です。

全国的には、東京圏への人口集中傾向は男性以上に女性で顕著であり、多くの地方都市では

（認識の程度に差異はあるものの）若い女性の転出抑制が喫緊の課題となっています。

こうした状況の中で、洲本市の ～ 歳の女性の社会動態比が上昇傾向にあることはひと

つの強みと言えます。

今後は、こうした性別・年代別の社会動態比にも着目しつつ、人口移動の状況をモニタリン

グしていくことが重要です。

平成30年 令和元年
(2019）

令和２年 令和3年 平成30年 令和元年
(2019）

令和２年 令和3年 平成30年 令和元年
(2019）

令和２年 令和3年

兵庫県 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

洲本市 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

南あわじ市 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

淡路市 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

男女　計 男性 女性
社会動態比

（転入者数／転出者数）



〈転入元の状況（令和３年） ～どこから転入しているか～〉

洲本市への転入者の転入元（移動前の居住地）についてみると、総転入者の ％が兵庫

県内からの転入で最も多く、次いで大阪府からが ％、東京都からが ％となっていま

す。

〈転出先の状況（令和３年） ～どこに転出しているか～〉

洲本市からの転出者の転出先（移動後の居住地）についてみると、総転出者の ％が兵

庫県内への転出で最も多く、次いで大阪府内が ％、徳島県内が ％となっています。

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

特別区部

京都市

大阪市

神戸市

南あわじ市

淡路市

年齢別構成比が15％以上

転入(年齢別構成比）

岡山県

広島県

徳島県

香川県

その他

愛知県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

令和３年
転入(人）

総数

埼玉県

東京都

神奈川県

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上 総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

特別区部

京都市

大阪市

神戸市

南あわじ市

淡路市

セルは、年齢別構成比が15％以上

令和３年
転出(年齢別構成比）

その他

兵庫県

奈良県

岡山県

広島県

徳島県

香川県

東京都

神奈川県

愛知県

滋賀県

京都府

大阪府

総数

埼玉県

転出(人）

社会動態比を性別・年代別に示すと次のようになっています。

兵庫県全体でみると、令和３年では男女ともに ～ 歳の社会動態比のみが を下回

っており、総移動数の 割を占める ～ 歳の転出超過によって県全体として転出超過と

なっていることがわかります。

令和 年の洲本市についてみると、男性は総数で と転出超過であるのに対し、女性は

と概ね転出入が均衡していることがわかります。 ～ 歳については男女ともに

を下回っていますが、 歳以上を除くすべての年代で女性の社会動態比が男性のそれを上回

っており、こうした傾向は淡路市でも同様です。

全国的には、東京圏への人口集中傾向は男性以上に女性で顕著であり、多くの地方都市では

（認識の程度に差異はあるものの）若い女性の転出抑制が喫緊の課題となっています。

こうした状況の中で、洲本市の ～ 歳の女性の社会動態比が上昇傾向にあることはひと

つの強みと言えます。

今後は、こうした性別・年代別の社会動態比にも着目しつつ、人口移動の状況をモニタリン

グしていくことが重要です。

平成30年 令和元年
(2019）

令和２年 令和3年 平成30年 令和元年
(2019）

令和２年 令和3年 平成30年 令和元年
(2019）

令和２年 令和3年

兵庫県 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

洲本市 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

南あわじ市 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

淡路市 総数

0～19歳

20～29歳

30～39歳

40歳以上

男女　計 男性 女性
社会動態比

（転入者数／転出者数）
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〈地域別の転入超過の状況（令和３年）〉

洲本市が転入超過となっている地域は、東京都（ 人）、神奈川県（ 人）、京都府（

人）、奈良県（ 人）などで、逆に転出超過（転入超過数がマイナス）となっている地域は、

兵庫県（－ 人）、大阪府（－ 人）、

徳島県（－ 人）、香川県（－ 人）

などとなっています。

淡路島内についてみると、南あわじ

市からは若い年齢層を中心に 人の

転入超過となっており、また、淡路市に

ついては 人の転出超過ですが、 歳

代と 歳以上ではそれぞれ 人、

人の転入超過となっています。

全体でみても 歳代は転入超過で

あり、本市の医療・福祉環境を背景とし

た転入ではないかと想定されます。

歳代については、全体で 人の

転出超過ですが、その多くが大阪市、神

戸市、東京都などの大都市への転出で

す。

一方で、東京都、神奈川県などからは

歳未満や 歳代を始め、 歳代以外のすべての年代で転入超過となっており、東京圏の

子育て世代等に対しての人口吸引力を有していると言えそうです。

洲本市

南あわじ市

淡路市

兵庫県
（その他）

大阪府

徳島県

京都府

埼玉県
東京都
神奈川県

その他の道県

人

人

人

人

人

人

人 人

人

人
人人

人

人

人

人

総数 0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

特別区部

京都市

大阪市

神戸市

南あわじ市

淡路市

転入超過数が５人以上

転入超過数が－５人以下

徳島県

香川県

その他

令和３年

総数

埼玉県

東京都

神奈川県

愛知県

滋賀県

京都府

大阪府

転入超過数

兵庫県

奈良県

岡山県

広島県




